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平成３０年度 国の施策・予算に関する提案・要望 政府予算案（環境農林水産部関係） 

平成 30 年 1 月 31 日 

大 阪 府 

※平成２９年１２月２２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。 

 

 

 

要望・提案事項 概算要求状況等 予 算 内 容 等 摘要 

１ 建設発生土の適正処理のための法

制度の整備 

 

◆予算項目以外の状況 国土交通省 

・H29 年 8 月に国土交通省から、建設残土の不適正事案への対応策について、関係省庁や大阪府を含む

自治体にヒアリングした結果をまとめた「建設発生土の取扱いに関わる実務担当者のための参考資料」

が全国の自治体に配布。国は、何らかの対策が必要との認識であるが、法制化までは至っていない。 

× 

２ 保全対象人家の多い地区における

山地災害対策の推進 

○渓流沿いの立木を伐採するなど流木

対策の新規事業の創設すること 

○必要な財源の確保すること 

◆概算要求の状況 林野庁 

○治山事業費補助                  〔全〕606.0 億円

                           （〔全〕490.5 億円）

                     （H29 補正〔全〕208.1 億円）

 

〔全〕498.8 億円 

 

    

○ ◆予算項目以外の状況 

・治山事業の内容に「流木化する可能性の高い流路部の立木の伐採」が新たに追加され、大阪府からの提

案が認められた。 

・流木防止緊急対策として大型補正予算が措置され、必要な財源の確保がなされた（平成 32 年度まで続

く見込み）。 

３ 全ての PCB の期限内処理に向けた

国の役割強化  

○処理に関する積極的な広報・啓発及

び掘り起こし調査を実施すること 

○期限内での処理促進のための取組み

を充実すること 

○PCB 特別措置法改正に伴う事務量

増加に伴う財政措置を適正に行うこ

と 

○自治体の財政負担が生じないよう行

政代執行に要した費用への財政支援

の仕組みを構築すること 

◆概算要求の状況 環境省     ※PCB 廃棄物の適正な処理の推進等 

 

○PCB 廃棄物適正処理対策推進事業 〔全〕3.4 億円 

    （〔全〕1.4 億円）

（H29 補正〔全〕2.1 億円）

○PCB 廃棄物対策推進費補助金 〔全〕13 億円 

（〔全〕11 億円） 

 

 

〔全〕※63.4 億円の内数 

 

 

〔全〕※63.4 億円の内数 

 
△ 

◆予算項目以外の状況 

・平成 29 年度より、地方交付税交付金の算定根拠の中で、「高濃度 PCB 使用製品等の調査経費」と

して、10,661 千円（道府県における標準団体として人口 170 万人を設定して算出された額）が新

規で措置されている。 

・行政代執行に要した費用への財政支援措置は、行政代執行に係る自治体の負担軽減のための支援費用

を PCB 廃棄物処理基金に積み立てされているが、自治体の財政負担が生じている。 

４．再生可能エネルギーの普及促進 

及び地球温暖化対策の推進 

(1)再生可能エネルギーの普及促進 

○中小規模の太陽光発電の普及に対す

る、固定価格買取制度の改正法にお

ける入札制度へ配慮すること 

○ZEH 支援事業の継続及び柔軟な制

度設計を行うこと 

◆概算要求の状況 環境省   ※ZEH への支援 

○ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス(ZEH)化 

等による住宅における低炭素化促進事業    〔全〕※62 億円の内数(新規)

             （ 経済産業省 〔全〕※672.6 億円の内数）

 

 

〔全〕※85 億円の内数 

△ 
◆予算項目以外の状況 

・H29 年度入札結果 約 14 万 kW（募集容量 50 万 kW）。当該結果を踏まえ、H30 年度の入札容量

等を検証。入札対象設備は H30 年度も H29 年度同様、2,000kW 以上の太陽光発電設備とされる

予定。今後、H30 年度の結果も踏まえて、検証、見直しが行われる。 

・都市部の住宅事情等を考慮し、省エネ率 100％未満の住宅も支援対象に含めることは実現していない

が、ZEH の支援事業は再構築して引き続き予算化された。 

(2)地球温暖化対策の推進 

○温室効果ガス排出削減の推進に関

し、中小事業者向け補助事業の充実、

地域地球温暖化防止活動推進センタ

ーの運営安定化、温室効果ガス排出

量算定への支援を行うこと 

○気候変動の影響への適応策を推進す

ること 

◆概算要求の状況 環境省  

○CO2 削減ポテンシャル診断推進事業 〔全〕17 億円 

 （〔全〕17 億円）

○気候変動影響評価・適応推進事業   〔全〕10.1 億円 

  （〔全〕7.0 億円）

 

〔全〕17 億円 

 

〔全〕8.5 億円 

△ ◆予算項目以外の状況 

・温室効果ガス排出量算定への支援については、環境省と経済産業省による電力業界の取組の進捗状況

評価において、「電力販売量等の情報の提供は、早急な取組が期待される」とされているとおり、具体

的な仕組みづくりには至っていない。なお、本件については、H29.8 に全国知事会を通じても要請を

行っている。 

・国では、適応策の充実・強化を図るため、新たな法律の制定が検討されている。 

(3)適正な太陽光発電施設の設置 

○太陽光発電施設の設置にあたり、地

域との良好な関係構築、法令等遵守

の事前確認、地域でのトラブルへの

対応、住民理解に資する認定情報の

公表に配慮した制度設計を図るこ

と 

◆予算項目以外の状況 経済産業省  

・H29 年 8 月に全国知事会、また 11 月に関西広域連合において、国に対して「再生可能エネルギー

の地域との共生」について同種の提案・要望を実施。 

・FIT 法の運用改善及び「事業計画策定ガイドライン」の改定には至っていないが、地方との連携の

場として、国（近畿経済産業局）と大阪府で、連携協力して太陽光発電施設の不適切な設置や発電事

業者と地域住民とのトラブルの未然防止また地域でのトラブルへの対応を図るため、「太陽光発電施設

の地域共生に向けた近畿経済産業局・大阪府連携協力会議」を 11 月に設置。 

△ 

〔摘要欄〕○：ほぼ要望どおり措置等の見込み  △：一部措置等される見込み  

×：措置等されない見込み 

※金額上段：30 年度要求額 

（下段：29年度予算額） 
※〔全〕全国枠予算、〔国〕国費ベース、 

〔事〕事業費ベース 
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５ 地籍調査の推進（国土調査法） 

○官民境界等先行調査の成果を認証し

活用できる制度の創設すること 

  

◆予算項目以外の状況 国土交通省  

・法務局に備え付ける制度は実現していないが、平成 30 年度から、官民境界等先行調査や民間測量の

成果等を蓄積・共有して効率的な地籍調査に活用するためのシステム構築が行われることになった。 

・要望に関する制度創設等は実現していない。 

△ 

６ 都市農業の振興 

(1)農地中間管理事業の制度拡充及び

予算確保 

○市街化調整区域全域を事業の対象と

すること 

○必要な財源の確保すること 

(2)農業農村整備事業の制度拡充及び

予算確保 

○市街化調整区域等で基盤整備が実施

できるよう制度を拡充すること 

○必要な財源の確保すること 

(3)農村地域防災減災事業の制度拡充

（ため池の耐震対策） 

○代替水源施設整備等を耐震対策の制

度に位置づけること 

◆概算要求の状況 農林水産省  

○農地中間管理事業                            〔全〕52.5 億円 

（〔全〕24.8 億円）

 

○農業農村整備事業                           〔全〕5,020 億円 

      （〔全〕4,020 億円）

  （H29 補正〔全〕1,452 億円）

 

〔全〕21.3 億円 

※各都道府県の基金から

充当し、不足分を措置 

〔全〕4,348 億円 

 

△ ◆予算項目以外の状況 

・各事業の制度拡充に関する要望は実現していない。 

７ PM2.5 対策の強化  

○健康影響の科学的な解明及びわかり

やすい情報発信を行うこと 

○調査検討の加速により国内対策の早

期確立を行うこと 

○広域移流の影響低減のため中国への

強い働きかけを行うこと 

 

 

◆概算要求の状況 環境省  

○微小粒子状物質（PM2.5）等総合対策費   〔全〕5.1 億円 

（〔全〕5.2 億円）

 

          〔全〕5.1 億円 

△ 
◆予算項目以外の状況 

・環境省において、健康影響に係る調査研究が行われているが、科学的な解明には至っていない。また、

必要な調査検討が進められているが、国内対策の確立には至っていない。 

・中国に対し、必要な対策が講じられるよう働きかけが行われているが、広域移流の影響低減のため、

強い働きかけを行うよう、引き続き国に求めていく。 

８ 大阪湾における栄養塩類の適正な

管理 

○調査検討を加速させ、適正な管理方

策の明確な指針を提示すること 

○検討に当たって、地方の試験研究機

関の成果を活用すること 

◆概算要求の状況 環境省  

○豊かさを実感できる海の再生事業               〔全〕1.1 億円 

（〔全〕1.4 億円）

 

〔全〕1.1 億円 

△ ◆予算項目以外の状況 

・環境省において必要な調査検討が進められているが、適正な管理方策に係る指針の提示には至ってい

ない。 

９ ごみ処理広域化の促進 

○財政的な支援の充実と推進方策等の

早期とりまとめを行うこと 

 

◆概算要求の状況 環境省  

○廃棄物処理施設の整備 

・循環型社会形成推進交付金（廃棄物処理施設分）    〔全〕492 億円 

           （〔全〕265 億円）

(H29 補正〔全〕448 億円) 

 ・廃棄物処理施設整備費交付金             〔全〕67 億円 

（〔全〕30 億円）

(H29 補正〔全〕5 億円) 

 ・二酸化炭素排出抑制対策事業費交付金    〔全〕217 億円 

（〔全〕217 億円）

 

 

        〔全〕267 億円 

   

 

〔全〕28 億円 

 

 

   〔全〕257 億円 

× 

◆予算項目以外の状況 

・環境省において検討が進められているが、財政的な支援の一層の充実や推進方策等の提示には至って

いない。今後とも、国に対して働きかけていく。 

10 国定公園等の自然公園施設におけ

る長寿命化対策の推進 

○国定公園等の自然公園施設における

長寿命化対策を推進するための事業

を交付金事業の対象とすること 

○必要な財源の確保すること 

◆概算要求の状況 環境省 

○自然公園等事業費                 〔全〕111.4 億円

（〔全〕 71.1 億円）

・自然環境整備交付金事業（国定公園等） （〔国〕6.9 億円）

  ・環境保全施設整備交付金事業                    （〔国〕2.0 億円）

 

〔全〕70.9 億円 

 

 

 
△ ◆予算項目以外の状況 

○国定公園整備の現状 

・自然環境整備交付金事業においては、長寿命化対策は対象外のままである。 

・H29 に環境保全施設整備交付金による長寿命化対策への国支援制度が新設された。ただし、「国立公

園を集中的に整備する」方針につき、配付先は国立公園事業に限定されている。 

11 卸売市場法の改正にかかる対応 

○改正にあたっては、卸売業者等市場

関係者の意見を十分聴取し、具体的

な検討状況やスケジュールを早急に

示すこと 

◆予算項目以外の状況 農林水産省  

・国において、平成 29 年 12 月 8 日に「生産者・消費者双方のメリット向上のための卸売市場を含め

た食品流通構造の改革について」が決定され、卸売市場法を改正する案は次期通常国会に提出される

ことになった。 

・国が策定し、取引ルールの定め方や手続などの内容を示すことになっている基本方針の具体的な内容

や施行までの具体的なスケジュールは明らかになっておらず、都道府県の役割並びに事務への影響も

不透明なままである。 

× 


